	総　務まちづくり委員会会議録 要 旨

	開会日
	平成２３年６月２０日（月）午前１０時００分

	閉会日
	平成２３年６月２０日（月）午後　１時３０分

	場所
	長久手町役場西庁舎第７・８会議室

	出席委員
	委 員 長　　加藤武　　

副委員長　　木村さゆり
委　　員　　岡崎　剛　　吉田ひでき　　原田秀俊

　　　　　　水野竹芳　　丹羽茂雄

	欠席委員
	な　し

	欠員
	な　し

	会議事件のため出席した者の職氏名
	町長　加藤梅雄
総務部長　川本忠　

同次長兼人事秘書課長　山下幸信
同課人事係長　横地賢一

財政課長　福岡智浩
同財政係長　井上隆雄
まちづくり推進部長　鈴木孝美

同次長兼まちづくり協働課長　布川一重
企画政策課長　加藤正純

同課市制係長　門前健
建設部計画課長　高嶋隆明
同課長補佐兼都市整備係長　大橋勝芳
　　　　　　　　　　　　
計１２人

	職務のため出席した者の職氏名
	副議長　水野とみ子
議会事務局長　松原幸雄　　　同補佐　中西直起

	会議録
	別紙のとおり


別紙

委員長　　　　開会宣言。
議案第２８号

財政課長　　　議案第２８号平成２３年度長久手町一般会計補正予算（第１号）につ

いて説明。
原田委員　　　今回は２５軒の改修だが、さらに増やせないか。
計画課長　　　 県からは、３月の応募の際の不足数を追加措置で補正して欲しいとの
指示があり、行った。
原田委員　　　２５軒という改修済数は、耐震改修が必要な５８８軒のわずか４.３％
だ。そもそも、今回補正予算を計上した趣旨は何か。

計画課長　　　緊急経済対策と３月募集枠の拡大である。
原田委員　　　安心安全対策基金が２億３３０万円ほどあるわけだから、これを原資

に、さらに追加で補正してはどうか。

計画課長　　　今回の改修は、あくまで国、県の補助事業であるので、補助事業の範

囲内で対応するのが適切と考える。
原田委員　　　補助事業は２７年度までと聞いている。大地震で家屋が倒壊すれば人
命が失われるので、震災の前に経費を負担することの方が費用対効果
が高いのではないか。今年度に申請する対象者の予算措置をせずに、
２４年度に先送りということだが、財政状況は厳しいのか。県内の自

治体では、単独事業として実施するところもある。町も検討すべきで

はないのか。
計画課長　　　この補助は、国が８分の２、県が８分の３、町が８分の３の経費を負

担する。町の単独事業として行うことは、他の補助事業との公平を欠

くことになる。また、愛知県の耐震改修補助事業は平成２７年度を期
限としているが、見直しもあると聞いており、延長の可能性もあるの
で注視していきたい。
原田議員　　　安心安全対策基金はどのような趣旨の基金か。

財政課長　　　条例では、防災対策の充実、犯罪の防止及び交通の安全など安心安全

なまちづくりに必要な財源を確保することを目的としている。
町　　長　　　この基金は、大震災時にすぐ使えるお金で、緊急時、不測の事態に備

えた基金である。
岡崎委員　　　３月の耐震改修の申込み件数はどれだけあったか。
計画課長　　　耐震診断した世帯にダイレクトメールで案内して、３月２３日から

　　　　　　　２８日までに３５軒の申し込みがあった。県の補助枠は１０軒であっ

たので、はずれた２５軒分を今回の補正予算に計上した。
原田委員　　　なかなか耐震改修工事が進まない状況の下では、ダイレクトメールで

はなく、個別訪問して案内すべきではないか。補助事業は延長すべき

だ。
計画課長　　　これまでは、耐震診断案内のダイレクトメールしか送らなかったが、

　　　平成２４年度以降は診断、改修ともにダイレクトメールを送るので、
　　　効果が上がると考える。また、今年度になって、３世帯から問合わせ
　　　があり、２４年度での対応で了解を得ている。なお、既に申請のあっ

　　　た３５軒分の世帯の中には都合により来年度に工事をするという場合

もあるので、その場合は３世帯を優先したい。
　　　　質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし。
賛成討論
原田委員　　　今回の２５軒の補正は積極的な施策として歓迎する。東日本大震災や
ニュージーランドでの地震の後であり、人命を守るのは自分の責任と

いうことならば耐震改修は早くに実施すべきだ。次の定例会でも追加

補正を要望して賛成する。
採決の結果、議案第２８号長久手町平成２３年度長久手町一般会計補正予算（第１号）は全員賛成により可決。
　　　　　　　　　　議案２８号は原案のとおり可決
議案第２９号

人事秘書課長　議案第２９号長久手町職員の給与に関する条例の一部を改正する条

例について説明。

原田委員　　　休業補償制度との関係はどのようか。
人事秘書課長　病気休職の期間は１年を超えると無給になり、共済組合から傷病手当
が支給される。

原田委員　　　傷病手当はいくらか。

人事秘書課長　おおよそ、本給の４０％程度。

原田委員　　　傷病手当の方が高いのか。

人事秘書課長　傷病手当の支給は１年後の無給になってからである。
原田委員　　　民間企業との比較はどうか。
人事秘書課長　民間企業では病気の種類により病気休暇の上限の日数に違いを設けて
いる企業は少ない。今回の改正により一律９０日とするものである。
　　　　質疑及び意見を終了

討論

反対討論

原田委員　　　民間準拠の視点での改正は、働く人の権利擁護の点で問題であり、第
２４条中の結核性疾患にかかわる規定の廃止には納得できない。引下

げ改正には反対する。
賛成討論なし。
採決の結果、議案第２９号長久手町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例については賛成多数により可決。（反対は原田委員）
議案第２９号は原案のとおり可決。

議案第３０号

人事秘書課長　議案第３０号長久手町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を

改正する条例について説明。

原田委員　　　育児休暇は、男性職員の取得率は低いが、今後は上がるのか。
人事秘書課長　今回の条例改正の趣旨である時間外勤務の制限とは別の問題である。
最近では男性職員も一定期間取得しており、少しずつ浸透してきてい
る。

原田委員　　　議案の説明文で、災害その他避けることのできない事由に基づく臨時
の勤務を除くとあるが、現状ではどのような体制をとっているのか。
人事秘書課長　非常配備要員を決める際に、未就学児のいる女性は配備からはずして

いる。
　　　　質疑及び意見を終了

討論

反対討論なし
賛成討論なし。

採決の結果、議案第３０長久手町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例については全員が賛成。

議案第３０号は原案のとおり可決。

議案第３３号

企画政策課長　議案第３３号長久手町を長久手市とすることについて説明。

岡崎委員　　　住民の意向調査はどのように行うのか。全世帯対象か、請願署名者の
地域だけか。
企画政策課長　多くの人々が簡単に答えられ、意向が確実に把握できるように、往復

はがきを利用して全住民に照会したい。年齢制限はする。
吉田委員　　　何人を対象にしているのか。
　　　　　　　住民登録のある、１８歳以上が対象で、約38,000人になる。
原田委員　　　東浦町は国勢調査速報値の人口数が原因で市制施行を見送ったよう
だが、50,000人の人口要件は速報値、確定値、どちらに基づくのか。
企画政策課長　速報値で判断する。確定値は数名の誤差だと考える。
原田委員　　　意向を調査するとのことだが、簡略にやればよい、というものではな
い。歴史と文教の町を標榜する本町にとって住居表示は重要だ。前提
として町の指針を明らかにして議論を巻き起こす必要があるのでは
ないか。
企画政策課長　歴史や文化は様々なかたちで後世に伝えていくものだと考える。名称
検討委員会でも、住所表示は大切だ、大字小字名を残すことには一長

一短がある、短い方がよい、などといろいろな意見があったので、意
向調査で単刀直入に聞きたい。
原田委員　　　市制施行にもろ手を挙げて賛成というわけではない。愛知県への申請

書には住所表示に関するいろいろな意見を反映しないのか。
まちづくり推進部長
　　　　　　　議案第３３号は、市制施行について町議会に諮り、審議願う議案であ
る。町が必要な事務を行い県に申請すると、次は県議会が判断するこ

とになる。議会が判断することで、首長が決めることではない。
岡崎委員　　　町広報４月号に「大字名の表記はなくなりますが、自治組織の位置づ

けについては、大字名を使っていくことを検討していきます。」とあ

るが、どんな意味か。
企画政策課長　名称等検討委員会では、大字区の名称を何らかのかたちで残してはと

の意見があった。２月の答申後には住民からの意見も寄せられ、今回、

請願もあった。そこで例えば、大字区の名称を残すような要綱を定め

るなどのことが考えられる。
吉田委員　　　往復はがきはいくらか。意向調査の回収率をどの程度見込んでいるの

か。大切な調査をはがきでよいのか。
企画政策課長　はがき１枚あたり、往信で５０円。返信分は後納で６５円。宛先を記

した前回の住民意識調査では５０％を超える回答率であったので、同
様の手軽な調査ということで、それ以上を予定している。住所表示の
質問であって、無記名なので問題はないと考える。
丹羽委員　　　請願の署名数は９４３人であったが、意向調査で38,000人を対象に

する理由は何か。８月の発表の際には地区別で発表するのか。
企画政策課長　住所表示は全ての住民に関することなので全員を対象にする。８月の
発表では大字ごとにも集計する予定だ。
吉田委員　　　回答者無記名では意向がわからないのではないか。
企画政策課長　現在の住所の大字名と住所表示の意向との２つを尋ねる。
加藤委員　　　意向調査結果はどのように判断するのか。大字を残す回答が８０％の

場合はどうするのか。
企画政策課長　大字ごとに集計するので、結果を見て大字ごとに判断したい。
　　　　質疑及び意見を終了

討論

反対討論なし

賛成討論なし。

採決の結果、議案第３３号長久手町を長久手市とすることについては全員が賛成。

議案第３３号は原案のとおり可決。

　　　　　　　１１時１１分　　休　憩　　　
　　　　　　　１１時２０分　　再　開
請願第５号

浅井議員　　　請願第５号市制施行に伴う住所表示について町民アンケートに従っ

て地区住民の要望する大字名（または旧村名）と小字名を併記するこ

とを要望する請願書について説明。

水野委員　　　９４３人の署名者の大字ごとの人数は何人か。
浅井議員　　　大字ごとの署名数は集計していない。
水野委員　　　町は意向を調査すると言っているので、その結果を待って結論を出し

た方がよい。請願を取り下げないか。
浅井議員　　　町は大字を残すとは言ってはいない。取下げの考えはない。
原田委員　　　土地区画整理事業によって多くの字名は失われたが、長久手らしさの

視点から、大小字名を残すことは重要だ。地域の絆を強めていくこと

にもつながる。地域では住所表示について議論する気運は高まってい

るのか。
浅井議員　　　請願署名では、伝統文化の保存を願う人々が熱心に行動した。
原田委員　　　４月号広報は一方的な記事で問題だ。９月定例会まで時間があるので、

議論を巻起こしていく必要がある。
浅井議員　　　第２回名称検討委員会では大字名残すことにいろいろな意見があっ

たが、第３回委員会で、事務局が住所は短い方がよいと提案し、委員

長も追認したという経緯がある。
岡崎委員　　　議案第３３号の質疑の中で、意向調査の結果を踏まえるとの発言が町

からあったので、結果を待つのがよいのではないか。
浅井議員　　　仮に残すとしても、岩作か岩作町か、大草や北熊も採用するのかなど

の具体的なことも尋ねることが必要だ。はがきをこれから発送して８

月までに決めることができるのか不明だ。

吉田委員　　　意向調査の回収率見込みが５０％以上になれば、その結果で結論がで

るのではないか。
浅井議員　　　町は既に方針を決定して、４月広報に記事を掲載している。議会軽視
だ。大字を残すだけでは解決できない課題もある。
　　　　　　　　　１２時００分　　休　憩
　　　　　　　　　１３時１５分　　再　開

　　　　質疑及び意見を終了。

木村副委員長　町は７月に意向を調査すると言っている。したがって、この請願が町
民の意向なのか、町の実施する意向調査の結果が町民の意向なのか、
意見集約の結果を待って判断するのがよいと考えるので、継続審査を

提案したい。

　　　　　　　討論
　　　　　　　継続審査の提案への賛成討論　　なし
　　　　　　　継続審査の提案への反対討論

原田委員　　　議論を深めていく必要はあるが、意向調査は町が実施するので町の意

向が反映される。そもそも地名をどう考えるのか、議員は自分の立場

をはっきりさせるべきであって、継続の扱いではなく、この場で請願
への判断をするべきだ。
採決の結果、請願第５号市制施行に伴う住所表示について町民アンケ
ートに市制施行に伴う住所表示について町民アンケートに従って地区
住民の要望する大字名（または旧村名）と小字名を併記することを要
要する請願書については、継続審査の提案に賛成多数のため継続審査
とする。（反対は原田委員、水野委員）
　　　　　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。
　　　　　　　継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査す
ることを委員長が提案する。
　　　　　　　異議ないため、継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から
議長に申し出ることで全委員了承する。
　　　　　　　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認。

閉会宣言
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成２３年６月２０日

総務まちづくり委員会委員長　　加藤　武
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